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続」のタイトルで、Ⅰ 行政調査の概念と分類、Ⅱ 行政調査の手続、Ⅲ 調
査義務を論じている。
（27） 評者らが1970年代から80年にかけて学んだ田中二郎著の行政法総論教科
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書では、「行政上の強制」（行政強制）という章立ての下に行政上の即時強制
が位置づけられていた。そして、戦前の租税犯則事件調査における臨検など
のように、行政上の義務を賦課することがないまま徴税職員・税関職員が一
定の場所に立ち入って実力行使による税務調査をすることが認められてきた
ことから、税務調査のための行政調査が即時強制の一例として行政強制制度
の中で論じられてきた。しかし、刑罰によって間接的に実効性を担保された
行政目的の立入検査は即時強制と区別すべきという租税法学からの指摘を受
け、塩野宏は行政による調査活動を「即時強制」から切り離し、行政調査と
いう概念の下、行政による情報の収集に関する問題を考察しようとした。参
照、金子宏・判例評論172号（判時700号）（1973）14頁。塩野宏「行政調
査」ジュリスト法学教室（第2期）3号132頁（1973）、同『行政過程とその
統制』（有斐閣、1989）所収、215頁以下。この経緯を指摘するものは多いが、
さしあたり、須藤陽子・｢行政調査」に関する一考察、―警察権の分散と規
制的予防的行政活動の導入―立命館法学2008年 4号（320号）がある。な
お須藤は即時強制と行政調査の関係について、即時強制は戦前にドイツ法を
母法として警察法に定着した概念であるところ、行政調査という概念は戦後
の連合国軍占領統治によるアメリカ法の影響によって知られるところとなっ
たものであると指摘している。
（28） 代表的な例として、宇賀Ⅰは、第3部を「行政情報の収集・管理・利用」
として大きく独立させ、これを第12章「行政情報の収集」13章「行政情報
の管理と行政的利用」14章「行政情報の公開」というように、行政情報に関
する問題が生じる順序に即して並べている。
（29） ちなみに、櫻井敬子「行政法のエッセンス」では、第11章行政の義務履
行確保の「3　直接強制と即時強制」で行政調査を検討している。これは一方
では、従来の議論が「即時強制と行政調査」として論じられてきたことを踏
まえ、他方、最近の大きな論点として、名目上形式的には即時強制として行
われているが実質的にみると直接強制として行うべきような内容を即時強制
として行っていることをどう考えたらよいかという問題意識を現した表現で
ある。すなわち、法の適正手続と実力行使・強制に関する問題として議論す
る中身である。
２　行政調査の種類と分類
（30）
評者の眼からみて行政調査の種類・分類として、もっとも簡明で理解し
やすい分類は、先ず大きく、相手方の任意の協力を得て行われる任意調
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査、実力を行使し相手方の抵抗を排除して行う直接的な実力強制調査に二
分極し、この中間に、直接的な強制調査まではできないが行政上の制裁や
刑事罰等により調査遂行の実効性が担保される間接強制調査を置いて三
分し、それぞれについてさらに区分を設ける三分多段階法である
（31）
。もち
ろん、三分多段階法以外にも二分法
（32）
やそれ以外の立場
（33）
もありうる。この三
分多段階法は、侵害の内容とその度合の見地からの分類であるが、侵害の
内容と度合とは、具体的には行政上の義務が賦課されているか、義務が賦
課されていなくても調査対象の自由や任意性を著しく制約していないかな
どである。そうした関心からみて、評者が考える行政調査の分類は次のよ
うなものである
（34）
。そして、評者が理解する行政調査手法の全体としての概
観イメージを、適正手続としての比例原則が要求される度合および任意と
強制との相関関係として示すと図1のようになる。
Ⅰ　任意調査
①　法的拘束力を欠き、調査に応ずるか否かを相手方が完全に自由に
決定できるもの
② 調査権限があることは法定されているが、直接的にも間接的にもそ
れを強制する仕組みがないため、結局、任意調査に分類されるもの
Ⅱ　間接強制調査
③　情報の提供や届け出の義務づけ
④　行政制裁により担保された行政調査　　含む当事者の申出により
行政機関が行う立入検査を相手方が正当な理由なく拒んだとき
は、当該事実関係に関する申立人の主張を真実と認めることがで
きるとするもの。
⑤　刑罰により間接的に担保された行政調査
Ⅲ　（直接）強制調査
⑥　実力を行使して相手方の抵抗を排し調査を行うことが認められて
いる場合
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図1　行政調査手法の概観イメージ
ところでここで、任意調査、（直接）強制調査に二分極し、中間に（直
接）強制調査まではできないが行政上の制裁や刑事罰等により調査遂行の
実効性が担保される間接強制調査を置く三分法を概念する意義について、
もう少し詳しく検討しておきたい。
前述したように、三分多段階法は侵害の内容とその度合の見地からの分
類であるが、中間に間接強制調査を置く意味に関連して、著者は「同じく
情報を収集するのに、即時強制、刑罰の裏付けのある間接強制、保護申請
の拒否という別々の手法が用意されているのはなぜか」（Ⅰ485頁）とい
う質問を投げかけたうえで、次のように説明している（下線と太字は評
者）。宇賀Ⅰのいう、調査に応ずる義務の存否、強制力の有無、強制の態
様という観点から分類される行政調査の法的統制について、これまで明確
に指摘されることがほとんどなかった比例原則との関係を喝破したきわめ
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て有意義な指摘と考える。
これは強力な権力であるので、憲法35条の令状主義、個人の最大
限の尊重なり行政権力の抑制の法理を踏まえて、それぞれの必要性の
程度に応じて、均衡の取れる範囲の手段となるように（比例原則）設
計されているからである。
どうしても立入りが必要である場合には、憲法35条を踏まえて、
裁判官の令状を取る。そのためには、立入事由が具体的でなければな
らない。脱税の嫌疑があるような場合である。これに対して、税務署
や保健所、消防署の通常の調査では、嫌疑が具体的ではないので、裁
判官の令状を取ることができないし、緊急でもないことから、即時強
制はできず、立入拒否に対しては処罰をするだけにとどめるしかな
い。生活保護被保護者の調査拒否に対しては、いちいち処罰すると
か令状をもって立ち入るのは過大な権力行使であり、申請を拒否すれ
ば十分である。この観点からすれば、税務調査でも、拒否に対して処
罰するのではなく、大まかな推計課税を許容すれば十分ではないかと
思う。
かくして、三分多段階法の中間に間接強制調査を置く意味は、強制の度
合いが（直接）強制調査に至らない行政調査について、比例原則や適正手
続の観点から、より段階的にその法的統制を考えていこうとするさいに有
益であること、それは行政法の解釈論においてだけでなく立法論（制度設
計）をするさいにも、比例原則や適正手続に加えて有効性の観点をも加味
しながら、行政調査を担保する方法の選択として、いかなる方法を選ぶこ
とが適切かを検討することができるということである。
そして、（直接）強制調査である。任意調査と同様、（直接）強制調査も
法令で明確に定義された概念ではないが、その具体的態様は注34で紹介
する宇賀Ⅰの分類⑥にいう「実力を行使して相手方の抵抗を排し調査を行
うことが認められている場合」というように明らかに間接強制調査を超え
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表1　櫻井・橋本
12章　行政調査
１節　行政調査の位置づけ
２節　任意調査
３節　強制調査
※強制調査の態様
実力行使が認められるもの
罰則の担保があるもの
罰則以外のペナルティがあるもの
調査の受諾義務の定めがあるもの
４節　行政調査手続
１　行政調査手続一般
２　令状主義・供述拒否権の適用の可否
３　行政調査と犯罪捜査
※行政調査・犯則調査・犯罪捜査の違い
４　事前通知、調査理由の告知など
５　調査過程の瑕疵と行政決定の関係
るものを想定しており、従来からの行政強制の概念でいえば直接強制であ
る
（35）
。そうした直接強制については、（直接）強制調査を行うさいに求めら
れる手続規制は、司法手続と行政手続という違いはあるが、憲法35条が
定めている令状捜索等と類似するものでなければならない。
そうすると、宇賀や評者の分類であれば、（直接）強制調査については
憲法35条が定める令状捜索等と類似の手続きが求められるとしたのが、
櫻井・橋本では強制調査の中に間接強制調査的な段階的区分を持ち込むこ
とになるわけであり、（直接）強制調査に対する厳格な法的統制が軟弱化
してしまうおそれがあると危惧される。
また、櫻井・橋本は4節行政調査手続の「2　令状主義・供述拒否権の
適用の可否」では、罰則により担保されているものはすべて強制力を伴う
行政調査であるとして前提を広くし、刑事手続と同様に令状主義を定める
憲法35条や供述拒否権を保障する憲法38条が適用されるかという問題意
識の検討を進めている。しかし、罰則の担保があるものは強制調査である
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という前提自体に過剰さがあるため焦点を絞り切れず余分なものを含んだ
考察になっているように思われる。
結局、「行政調査には一般法による手続的規律が存しないため、解釈論
として憲法上の適正手続保障を及ぼす必要性が高いケースが少なくない
……重要なことは、行政調査と犯罪捜査の関連性に目をくばりながら、
両者を通じた法執行作用における手続保障のあり方をトータルに考察する
こと」（174頁）ということは櫻井・橋本が言うとおりである。しかし、
行政調査について間接強制調査を観念せずに任意調査と強制調査だけに二
分する思考は、法執行作用における手続保障のあり方をトータルに考察す
るうえで、必ずしも有益な方法とはなりえないと考える。
註
（30） ここで種類というときは、存在する行政調査を客観的に認識したものであ
り、他方、分類とは客観的に存在する行政調査を行政法解釈の視点から有意
的に区分したものである。
（31） 宇賀Ⅰによれば、行政調査は、調査に応ずる義務の存否、強制力の有無、
強制の態様という観点から分類することができるとしている。評者がいう侵
害の内容とその度合の見地からの分類をより具体的かつ的確に表現する分類
の視点と考える。なお、最高裁判決にも川崎民商税務検査拒否事件上告審判
決（最高裁昭和47年 11月 22日）のように三分的に捉えるものもある。同判
決は一般論としては憲法35条 1項の保障が行政手続にも及ぶ可能性を認めつ
つも、以下に紹介する理由などを総合判断して旧所得税法七〇条一〇号、六
三条に規定する検査が、あらかじめ裁判官の発する令状によることをその一
般的要件としないからといつて、憲法35条の法意に反するとすることはでき
ないとした。すなわち、旧所得税法70条 10号の規定する検査拒否に対する
「強制の態様は、収税官吏の検査を正当な理由がなく拒む者に対し、同法70
条所定の刑罰を加えることによつて、間接的心理的に右検査の受忍を強制し
ようとするものであり、かつ、右の刑罰が行政上の義務違反に対する制裁と
して必ずしも軽微なものとはいえないにしても、その作用する強制の度合い
は、それが検査の相手方の自由な意思をいちじるしく拘束して、実質上、直
接的物理的な強制と同視すべき程度にまで達しているものとは、いまだ認め
がたいところである」と判示している。
（32） 櫻井・橋本（169–171頁）は、評者が間接強制調査の内容として比例原則
や適正手続の観点から、より段階的にその法的統制を考えていかなければな
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らないと結論付けたものを含め、行政調査を任意調査と強制調査とに二分し
たうえで、それらをすべて強制調査の中の類型として考察している。すなわ
ち、「3節　強制調査　※強制調査の態様」として、「実力行使が認められる
もの」以外に、「罰則の担保があるもの」「罰則以外のペナルティがあるもの」
「調査の受諾義務の定めがあるもの」を挙げている（表　参照）。塩野Ⅰも「罰
則による担保がある場合など調査が強制にわたるような場合には、比例原則
が厳格に及ぶと解される」とする表現しており櫻井・橋本と同じ立場のよう
である（264頁）。
（33） 野村武司「行政による情報の収集、保管、利用等」行政法の新構想Ⅱ（328～
335頁）。初めに、行政庁またはその職員による報告の徴収・物件の提出や質
問の権限等を定め、「相手方の応答を伴うもの」と、書類閲覧、立入調査、検
査など、行政の調査に対して「相手方の受忍を伴うもの」に大別し、さらに
それぞれについて5つ前後に場合分けしている。相手方の応答を伴うものと
受忍を伴うものというのは、注34で紹介する阿部Ⅰの分類における5と1と
同じかもしれないが、応答と受忍に大別することから始める分類の利点が評
者には理解できない。
（34） この見解は、主に、著者である阿部Ⅰの分類（Ⅰ147～149頁）と宇賀Ⅰ
の分類（Ⅰ147～149頁）とをベースにしたものである。阿部Ⅰは以下の5つ
の分類を示している。
1　即時強制＝強制立入りによる調査、
2　刑罰により間接的に担保された行政調査、
3　行政制裁により担保された行政調査、
4　任意の立入り、
5　情報収集の義務づけ、さらに、第三者評価手法。
一方、宇賀Ⅰの分類は以下の6とおりである。
①法的拘束力を欠いており、相手方が調査に応ずるか否かを任意に決定で
きる、純粋な任意調査。
②相手方に調査に応ずる義務があることは法定されているが、直接的にも
間接的にもそれを強制する仕組みがないため、任意調査に近い調査。
③調査を拒否すると給付が拒否される仕組みがとられている場合。
④当事者の申出により行政機関が行う立入検査を相手方が正当な理由なく
拒んだときは、当該事実関係に関する申立人の主張を真実と認めること
ができるとするもの。
⑤調査拒否に対して罰則を設けて罰則の威嚇により間接的に調査受諾を強
制するもの。準強制調査または間接強制調査と呼ばれることもある。
⑥実力を行使して相手方の抵抗を排し調査を行うことが認められている
場合。
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なお、宇賀Ⅰは任意調査から始めて徐々に強制度の強い調査に向かってい
るが、阿部Ⅰでは逆に強制度の強いものから始めている。任意調査から始め
強制の度合を積み重ねる方が自然に発想できると考える。また、阿部Ⅰの1
　即時強制＝強制立入りによる調査は、宇賀Ⅰの分類における⑥と同じ内容
のようである。しかし、警職法6条1項による立入りは、憲法35条の例外と
して、令状なしでも立ち入ることが正当化され、それが即時強制というのは
分るが、「国税犯則取締法（国犯法）2条、関税法121条、……出入国及び難
民認定法31条の臨検・捜索・差押えは、裁判官の令状を要する代わりに、相
手方の意に反しても立ち入ることができる、強制立入りによる調査である。
即時強制とも呼ばれる。」は、裁判官の令状により立ち入ることができる場合
（その結果、調査受忍義務があることになる）であるから、これを即時強制と
も呼ぶというのは、行政調査一般を即時強制の一種として論じていた過去の
経緯を知らない者には、即時強制とは緊急を要する場合など義務を命じる暇
がないときに即時執行されること位の知識しかなく、理解し辛く混乱を来す
ように思われる。
また、児童虐待防止法の立入りは、これまでの刑罰を背景とした間接強制
手法であった（同法9条、児童福祉法62条5号）のが、2007年の改正により、
強制執行できない立入権から、裁判官の許可状を得ての強制立入権へと改め
られた。すなわち、保護者が調査を拒否した場合、児童相談所が裁判所の令
状を取って強制的に立入調査できるようになり、錠をはずすなどの必要な処
分もすることができるようになった（改正法8条の2、9条の2以下）。これ
につき、「行政調査手法から即時強制手法への転換である」と説明しているが、
これも『刑罰による間接的担保から強制立入への転換、児童虐待防止法』
（480頁）とする方がスッキリして理解しやすいと思われる。
（35） 次の3つの最高裁判決からも窺うことができるように（下線は評者）、直
接強制的に行なわれる情報収集や調査は、その物理的直接性という点におい
て、行政調査であっても令状主義の適用を受ける刑事責任追及のための捜索
等と手続要件上ほとんど同じ扱いを受けるレベルのものであるとの認識があ
るように思われる。無論、この認識に対しては所持人の承諾がない検査は任
意調査ではありえず即時強制であり明示の法律の根拠が必要であるとの批判、
あるいは直接強制調査でも任意調査でもない中間形態の調査に相応しい手続
要件を課すべきであるとの批判も成り立つ。なお、3つ目の成田新法判決は
三分多段階法的であるが最初の2つの判決は、何らかの有形力が行使されて
いても直接強制調査に当たるとはいえないものは任意調査に区分される（し
たがって、格別の手続要件は求められない）と考えているように思われる。
現に一定の有形力が行使されているにも関わらず、格別の手続要件が必要と
されないというこの間隙は、治法主義の理念からは到底看過できないはずで
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ある。たとえば、米子銀行強盗事件上告審判決（最判昭53・6・20）は、「所
持品検査は、任意手段である警職法二条一項の職務質問の付随行為として許
容されるのであるから、所持人の承諾を得て、その限度において行うのが原
則であるが、捜索に至らない程度の行為は、強制にわたらない限り、承諾が
なくても許容される場合がある」と述べている。そして、自動車一斉検問に
ついて、最決昭55・9・22は、「警察法二条一項が『交通の取締』を警察の責
務として定めていることに照らすと、交通の安全及び交通秩序の維持などに
必要な警察の諸活動は、強制力を伴わない任意手段による限り、一般的に許
容されるべきものであるが、それが国民の権利、自由の干渉にわたるおそれ
のある事項にかかわる場合には、任意手段によるからといって無制限に許さ
れるべきものでない」と述べている。さらに成田新法事件上告審で最高裁（最
大判平4・7・1）は、新東京国際空港の安全確保に関する緊急措置法三条三
項に基づく立入り等（3条3項は「国土交通大臣は、第一項の禁止命令をし
た場合において必要があると認めるときは、当該命令の履行を確保するため
必要な限度において、その職員をして、当該工作物に立ち入らせ、又は関係
者に質問させることができる。」と定める）について、「裁判官の発する令状
を要しないが、同条一項に基づく使用禁止命令が既に発せられている工作物
についてその命令の履行を確保するために必要な限度においてのみ認められ
るものであり、その立入りの必要性が高いこと、刑事責任追及のための資料
収集に直接結びつくものではないこと、強制の程度、態様が直接的物理的な
ものでないこと」などを総合判断すれば、裁判官の発する令状を要しないと
しても憲法35条の法意に反するものではないとした。
３　行政調査の法的統制
最後に、行政調査の法的統制という問題を考える。その作業として本稿
では、行政調査に関する要件解釈のあり方について、ロ．で提示した分類
論を踏まえ、法治主義に適合する解釈論を簡潔に示して確認することと
したい。
一般的には、（直接）強制調査であれば、一方において直接的な強制力
の行使が認められると同時に、他方において不当な人権侵害とならないよ
う慎重な手続規制が設けられなければならない。また、直接強制調査から
任意調査にかけては、徐々に強制力の行使が低減していく関係にある＝実
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力行使に代わり罰則や行政制裁が規定されるのであり、これは裏を返して
言うと、そこに明記されている以上の強制力の行使は認められないことを
明確に意識しておかなければならない。
Ⅰ　任意調査
①　法的拘束力を欠き、調査に応ずるか否かを相手方が完全に自由に決
定できるもの
行政調査の根拠規定はあるが調査受忍義務に関する規定はなく、かえっ
て、立ち入るときは関係者の同意を要するなどと明文で定められている場
合である。
水道法17条（給水装置の検査）　水道事業者は、日出後日没前に限り、その
職員をして、当該水道によつて水の供給を受ける者の土地又は建物に立
ち入り、給水装置を検査させることができる。ただし、人の看守し、若
しくは人の住居に使用する建物又は閉鎖された門内に立ち入るときは、そ
の看守者、居住者又はこれらに代るべき者の同意を得なければならない。
2　（略）
②　調査権限があることは法定されているが、直接的にも間接的にもそ
れを強制する仕組みがないため、結局、任意調査に分類されるもの
警察官職務執行法6条2項が定める旅館等への立入りの例である。著者
は「1項のような切迫した事態ではないので、強制立入りの根拠とはなら
ず、正当な理由なき拒否を処罰する規定もないので、訓示規定と解するし
かない。これは行政権力発動の必要性との関係での憲法解釈論である」と
説明する。この②について、櫻井・橋本は2分法を採り任意調査以外は
強制調査に区分しているためであるが、「この場合は、観念的には強制
調査といえるが、実質は任意調査に近似する」と、やや不鮮明な説明を付
記している。
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警察官職務執行法6条（立入）　警察官は、前二条に規定する危険な事態が
発生し、人の生命、身体又は財産に対し危害が切迫した場合において、
その危害を予防し、損害の拡大を防ぎ、又は被害者を救助するため、已
むを得ないと認めるときは、合理的に必要と判断される限度において他
人の土地、建物又は船車の中に立ち入ることができる。
２　興行場、旅館、料理屋、駅その他多数の客の来集する場所の管理者又
はこれに準ずる者は、その公開時間中において、警察官が犯罪の予防又
は人の生命、身体若しくは財産に対する危害予防のため、その場所に立
ち入ることを要求した場合においては、正当の理由なくして、これを拒
むことができない。
3、4　（略）
Ⅱ　間接強制調査
③　情報の提供や届け出の義務づけ
行政の監督に服する者に情報提供・情報収集義務を課す手法を行政調査
の種類として、他から独立させて取り上げているのは著者だけのようであ
る（Ⅰ482～484頁）。著者によると、医薬品による副作用や感染症を知っ
た場合に厚生省に報告する義務が製薬会社、医師・薬剤師に課されている
薬事法77条の4の2の場合、道路運送車両法による欠陥車両の届出（63
条の3）、交通事故の当事者の報告義務（道交法72条 1項）、さらには家
畜伝染病予防法13条が定める家畜が鳥インフルエンザなどに罹患した場
合の農場主等所有者の届け出義務がこの例である。強制の態様が報告等の
義務という点で、他と異なるが、義務違反に対して刑罰が科されるという
という点で大きくは間接強制調査の1つの類型として位置づけることがで
きよう。
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家畜伝染病予防法13条（患畜等の届出義務）　家畜が患畜又は疑似患畜とな
つたことを発見したときは、当該家畜を診断し、又はその死体を検案し
た獣医師（獣医師による診断又は検案を受けていない家畜又はその死体
についてはその所有者）は、農林水産省令で定める手続に従い、遅滞な
く、当該家畜又はその死体の所在地を管轄する都道府県知事にその旨を
届け出なければならない。ただし、鉄道、軌道、自動車、船舶又は航空
機により運送業者が運送中の家畜については、当該家畜の所有者がなす
べき届出は、その者が遅滞なくその届出をすることができる場合を除き、
運送業者がしなければならない。
2、3、4　（略）
④　行政制裁により担保された行政調査
この分類について宇賀Ⅰは「調査を拒否すると給付が拒否される仕組み
がとられている場合」、櫻井・橋本は「調査拒否に対して刑罰以外のペナ
ルティが用意されている例」と表現している。いずれも生活保護法28条
が定める場合を例にあげて説明しているが、ここで重要なことは、櫻井・
橋本がいうように、ペナルティとして給付が拒否される場合も強制調査に
当たることなどではなく、相手方のプライバシー保護や行政資源の有効利
用
（36）
などを総合考慮し、立法政策としても「行政制裁により担保された行政
調査」を適切に活用できる余地はないか、熟慮すべきということである。
著者が言うように「立入りが拒否されたら、給付要件の有無を判定できな
いこととなるが、それは被処分者の責めに帰すべき事由によるから、給付
を拒否することができ、それで十分で、即時強制として立ち入るとか立入
り拒否を処罰する必要がない」（Ⅰ481頁）ということでもある。なお、
宇賀Ⅰは「当事者の申出により行政機関が行う立入検査を相手方が正当な
理由なく拒んだときは、当該事実関係に関する申立人の主張を真実と認め
ることができるとするもの」を独立した類型として挙げているが、上記し
た理由により行政制裁により担保された行政調査の一類型としていいと考
える。
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生活保護法28条（調査及び検診）　保護の実施機関は、保護の決定又は実施
のため必要があるときは、要保護者の資産状況、健康状態その他の事項
を調査するために、要保護者について、当該職員に、その居住の場所に
立ち入り、これらの事項を調査させ、又は当該要保護者に対して、保護
の実施機関の指定する医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき旨を命
ずることができる。
2、3　（略）
4　保護の実施機関は、要保護者が第一項の規定による立入調査を拒み、妨
げ、若しくは忌避し、又は医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき旨
の命令に従わないときは、保護の開始若しくは変更の申請を却下し、又
は保護の変更、停止若しくは廃止をすることができる。
⑤　刑罰により間接的に担保された行政調査
宇賀Ⅰは「調査拒否に対して罰則を設けて罰則の威嚇により間接的に調
査受諾を強制するもの」、櫻井・橋本は「行政調査にあたって実力の行使
までは認められないが、調査拒否や虚偽報告について罰則が設けられてい
る類型……刑罰の存在によって間接的に行政調査が強制される」と表現し
ている。いずれも所得税法234条（当該職員の質問検査権）が定める場合
等を例にあげて説明しているが、ここで重要なことは「最も多い強制調査
のタイプ」（櫻井・橋本170頁）であるかどうかではない。
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消防法4条　消防長又は消防署長は、火災予防のために必要があるときは、
関係者に対して資料の提出を命じ、若しくは報告を求め、又は当該消防
職員（……）にあらゆる仕事場、工場若しくは公衆の出入する場所その
他の関係のある場所に立ち入つて、消防対象物の位置、構造、設備及び
管理の状況を検査させ、若しくは関係のある者に質問させることができ
る。ただし、個人の住居は、関係者の承諾を得た場合又は火災発生のお
それが著しく大であるため、特に緊急の必要がある場合でなければ、立
ち入らせてはならない。
所得税法234条（当該職員の質問検査権）　国税庁、国税局又は税務署の当
該職員は、所得税に関する調査について必要があるときは、次に掲げる
者に質問し、又はその者の事業に関する帳簿書類（……）その他の物件
を検査することができる。
一、二、三　（略）
2　前項の規定による質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認められた
ものと解してはならない。
242条　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する。ただし、……。
九　234条第1項（当該職員の質問検査権）の規定による当該職員の質問
に対して答弁せず若しくは偽りの答弁をし、又は同項の規定による検査
を拒み、妨げ若しくは忌避した者
ここで重要なことは、著者が説明するように、「この立入りの制度は、
実は、その語義に反し、相手方の意に反して（抵抗を排除するのはもち
ろん抵抗がない場合も含めて）まで立ち入ることは許されないと解され
る。相手がいない場合でも無断立入りは違法である
（37）
……強引に立ち入るな
ら、鍵を壊すなどを許容する規定が必要であり、……その種の規定がない
以上は、その意味でも強制立入りはできない」（Ⅰ479頁）ということで
ある。この点宇賀Ⅰは「罰則が定められている場合には、その間接強制効
果に期待して実力行使を認めていないという説と、罰則がある場合でも、
緊急の場合には実力行使を許す趣旨であるとする説がある」（Ⅰ149頁）
と解説する。確かに、立入り要件の範囲には、緊急度の高いものから低い
ものまで、立入りの必要性の高いものから低いものまで、さまざまであろ
うが、そこで言う緊急の場合を限定しないまま中立的な立場を示すことに
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どれほどの意味があるのか、大いに疑問である。
その上で、著者は次のような提案をしている。すなわち、「立ち入るこ
とができるという条文はミスリーディングであり、立ち入ることの承諾を
求めることができる。承諾しない者は、以下の刑に処するという文章に直
すべきである」と。刑罰により間接的に担保された行政調査の本質につい
て、これ以上の分りやすい説明はないであろう。宇賀Ⅰは「行政調査の拒
否には罰則の適用があることを知らない国民も少なくないと思われるの
で、事前に調査拒否に対する罰則の規定を教示する運用をすべき」と提案
する。こうした努力こそが法に対する国民の信頼を創り出すと信じる。
Ⅲ　（直接）強制調査
⑥実力を行使し相手方の抵抗を排して強制立入りによる調査を行うこと
が認められている場合である。人権侵害の程度が大きいことと行政目的の
必要性を調整するため、裁判官の許可状が必要とされている。
ここで重要なことは、⑤でも述べたように、単に罰則が定められている
にとどまる場合は、その間接強制効果に期待するのが限度であり実力行使
は認められないことである。実力行使が認められるためには、裁判官の許
可状を得て行うことができる旨の明文の定めが必要である。これを示す例
が、以前は刑罰を背景とした間接強制手法であった児童虐待防止法の立入
り（同法9条、児童福祉法62条 5号）が、2007年法改正により、裁判官
の許可状を得ての強制立入権へと改められたことである。この結果、保護
者が調査を拒否した場合、児童相談所が裁判所の令状を取って強制的に立
入調査できるようになり、錠をはずすなどの必要な処分もすることができ
るようになった（改正法8条の2、9条の2以下）。すなわち、『刑罰によ
る間接強制から強制立入への転換』（阿部Ⅰ480頁。）である。
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児童虐待の防止等に関する法律
第八条の二（出頭要求等）　都道府県知事は、児童虐待が行われているおそ
れがあると認めるときは、当該児童の保護者に対し、当該児童を同伴し
て出頭することを求め、児童委員又は児童の福祉に関する事務に従事す
る職員をして、必要な調査又は質問をさせることができる。……
2　（略）
3　都道府県知事は、第一項の保護者が同項の規定による出頭の求めに応
じない場合は、次条第一項の規定による児童委員又は児童の福祉に関す
る事務に従事する職員の立入り及び調査又は質問その他の必要な措置を
講ずるものとする。
第九条（立入調査等）　都道府県知事は、児童虐待が行われているおそれが
あると認めるときは、児童委員又は児童の福祉に関する事務に従事する
職員をして、児童の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさ
せることができる。この場合においては、その身分を証明する証票を携
帯させ、関係者の請求があったときは、これを提示させなければならな
い。
2　（略）
第九条の二（再出頭要求等）　（略）
第九条の三（臨検、捜索等）　都道府県知事は、第八条の二第一項の保護者
又は第九条第一項の児童の保護者が前条第一項の規定による出頭の求め
に応じない場合において、児童虐待が行われている疑いがあるときは、
当該児童の安全の確認を行い又はその安全を確保するため、児童の福祉
に関する事務に従事する職員をして、当該児童の住所又は居所の所在地
を管轄する地方裁判所、家庭裁判所又は簡易裁判所の裁判官があらかじ
め発する許可状により、当該児童の住所若しくは居所に臨検させ、又は
当該児童を捜索させることができる。
2～6　（略）
第九条の七（臨検又は捜索に際しての必要な処分）　児童の福祉に関する事
務に従事する職員は、第九条の三第一項の規定による臨検又は捜索をす
るに当たって必要があるときは、錠をはずし、その他必要な処分をする
ことができる。
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４　コアカリ
コアカリは以下の囲み枠で示す通りである。しかし、1–3–3行政調査の
種類（犯則調査を含む）について条文を参照して説明することができると
いうのは、行政調査の種類よりも何らかの問題意識をもってする分類こそ
が、行政調査の法的統制という問題を考えるうえできわめて重要であるこ
とをまったく理解していないように思われ遺憾である。このことはまた、
1–4–3　行政調査の手続的規律における考察が、行政調査の分類との関連
性をまったく視野に置いていないように見受けられる点についても当ては
まる。なお、宇賀Ⅰと櫻井・橋本が説明していることについては、随時言
及したが、塩野Ⅰにはほとんど言及していない。その理由は、行政調査の
要件・手続についての言及は一定程度なされているが、宇賀Ⅰが示し本稿
でも行ったような、調査に応ずる義務の存否、強制力の有無、強制の態様
という観点から、行政調査を分類して論じる箇所がほとんど皆無なためで
ある。
行政過程の全体像
第3節　行政過程における制度・手法
1–3–3　行政調査
○行政調査の種類（犯則調査を含む）について、条文を参照して説明す
ることができる（法律の根拠の要否を含む）。
第4節　行政過程の手続的規律
1–4–3　行政調査の手続的規律
○行政調査（犯則調査を含む）をおこなうにあたってとるべき手続の具
体例を、条文を参照して説明することができる。
○犯則調査権限をもつ行政機関が、犯則調査ではない行政調査によって
得られた資料を犯則調査に流用することの可否について、代表的な最
高裁判決を挙げて説明することができる。
○犯則調査権限をもつ行政機関が、犯則調査によって得られた資料を用
いて行政処分をすることの可否について、代表的な最高裁判決を挙げ
て説明することができる。
以上
102 （537）
註
（36） 宇賀Ⅰも「調査拒否に対して刑罰が定められている場合であっても、限ら
れた刑事司法の資源の有効な配分という観点から、行政調査違反に対して迅
速に公訴が提起されることを期待しがたい面もあり、第5類型（次の⑤のこ
と―評者注）に過度に依存するよりも、第3類型の応用（営業停止等）を検
討するほうが実効性が高いと思われるケースも稀ではない」（148頁）として
いる。
（37） 国税調査官が税務調査と質問検査権行使のため店舗に臨場し、納税者の
在・不在の確認のため、店舗内の内扉の止め金を外して無断で店舗兼作業場
に立ち入つた行為を違法とし、国に対し慰謝料3万円の支払を命じた事例と
して、最判昭和63・12・20訟月35巻 6号 979頁、大阪高裁昭和59・11・29
訟月31巻 7号1559頁がある。
５　むすび
行政調査について、これを任意調査、間接強制調査、直接強制調査に三
分し、それぞれについてさらに区分を設ける三分多段階法が、比例原則や
適正手続および有効性の観点からみて優れた分類である。そして、行政調
査に関する要件解釈にさいしては、この分類の趣旨を踏まえて強制力行使
が許容される程度と限界などを検討することが法治主義に適合する解釈論
につながることを明らかにした。
